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SOGIに関する企業の取り組み事例集

変化・効果変化・効果

施策の特徴施策の特徴

4

5

当初は社内の年齢層の高さから懸念もありましたが、蓋を開けてみると「お客様の中にも必ず当事者
の方はいらっしゃる。素晴らしい取り組みだ。」という賛同の声も上がりました。特に印象的だったのは、
研修後に配布した「オリジナル ALLY シール」への反応です。「会館で働く仲間にも配りたいから、シー
ルを数枚欲しい」という要望がありました。取り組みを通じ、少しずつではありますが従業員の意識
が「自分には関係ない」から「お客様のためにも必要なこと」へ変化しつつあると感じています。

最大の特徴は、「当事者が声を上げてから動く」のではなく、「先に受け皿を用意しよう」と動き出
した姿勢です。ただ、胸を張って「環境が整った」と言える状態には程遠いのが正直なところです。
社内の理解も、お客様への対応も、そして制度の利用状況も、まだまだ道半ばです。現場のサービ
スや男女二元論を前提とした言葉遣いなど、まだ課題は多くありますが、社内の働きやすい職場づく
りや理解醸成を進めながら、誰もが安心して自分らしくお別れできる社会を目指して取り組んでいき
たいと考えています。

●�戸籍上の同性パートナーがいる従業員向けの制度整備（休暇・看護・支給金等）
●�ダイバーシティ研修の実施（年1回）
●�LGBTQ＋に関する情報を確認できる専用スレッドの運用
●�外部相談窓口の設置
●�ティアオリジナル「ALLYシール」の作成・配布
●�名古屋レインボープライドでのブース出展を通じた取り組み認知の促進

取り組み
一例
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日本生活協同組合連合会

‒‒ 違いが力になる職場づ
くり違いが力になる職場づく
り ‒‒

■ 主要製品・サービス：食品・
日用品等の商品開発・商品供
給、共同仕入、物流支援、生
協の全国組織として各団体や
行政との調整、政策提言など 
■所 在 地：東京都渋谷区
■ 従業員数：約1,400名

Company Profile

取り組みの背景・きっかけ取り組みの背景・きっかけ

工夫・苦労した点工夫・苦労した点

経緯・プロセス経緯・プロセス

1

3

2

「多様な人々が互いに認め合い、誰もが自分らしく力を発揮できる組織を目指す」という考えのもと、
D ＆ I に関する取り組みが始まりました。背景には、協同組合として大切にしてきた「人と人とのつ
ながり」や、SDGs におけるジェンダー平等・多様性の尊重といった流れがあります。生協が掲げる
2030 年ビジョンでも、組合員（生協ユーザー）や職員一人ひとりがいきいきと活躍できる組織づく
りが示されており、その実現に向けて、性の多様性への対応が重要なテーマの一つとなっています。

福利厚生制度の見直しに関しては、特定の人だけの制度と受け取られないよう、すべての職員にとっ
て働きやすい環境整備の一環として位置づけ、理解を広げていく点に難しさがありました。また、管
理職層におけるアライの広がりが十分でないことも課題です。これに対し、学習機会を提供し、アラ
イの輪の拡大に取り組んでいます。

LGBTQ に関する取り組みについては、人と組織づくりの視点から、2020 年より課題を整理し、事
例収集や幹部職員研修などを始めました。当事者の声や労使対話などを踏まえ、2022 年には福利厚
生制度の見直しを行いました。併せて、学習会や組織内発信を通じて理解促進を図り、組織風土の
醸成と意識改革を進めています。2024 年からは、D&I の考え方を発展させ、Equity（公正）の視点
を加えた DE&I として取り組みを進めています。
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SOGIに関する企業の取り組み事例集

変化・効果変化・効果

施策の特徴施策の特徴

4

5

アライの募集や組織内コミュニティの活動を通じて、LGBTQ に関する理解や支援の輪が広がってい
ます。2022 年、全職員に対しアライ表明を呼びかけたことを機に、2025 年までに 200 名を超える
職員がアライを表明しています。その後も関心の高まりが見られ、情報交換や学習の機会も生まれて
います。また、福利厚生制度においても、同性パートナーとその家族への適用拡大により、個々の状
況に応じた働き方が可能となり、安心して働き続けられる環境整備が進んでいます。こうした取り組
みにより、多様な人材がその人らしく力を発揮できる職場づくりを進めています。

性の多様性に関する方針の明確化や福利厚生制度の整備に加え、業務における DE&I への配慮にも
取り組んでいます。商品の開発やカタログ表現などに関わる記載・表現が無意識な偏見・差別の助
長につながらないよう「表現ガイドブック」を作成し、制作関係者や取引先とも共有して、理解の浸
透を図っています。組織内にとどまらず、社会に発信する言葉のあり方にも配慮し、多様性が尊重さ
れる社会の実現に貢献することを目指しています。また、相談窓口の設置や研修の実施など、日常的
なサポート体制の整備にも継続的に取り組んでいます。

●�性の多様性に関する考え方の表明（方針の明確化）
●�誰でもトイレの設置
●�服装の自由化
●�就業規則へのSOGIハラスメント禁止の明記および制度の見直し
●�同性パートナーやその家族を対象とした福利厚生制度の適用拡大
●�相談窓口の設置や研修・eラーニングによる理解促進
●�業務におけるDE&Iへの配慮基準の策定・改訂および組織内外への展開

取り組み
一例
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野村ホールディングス株式会社

■ 主要製品・サービス：
証券業 
■所 在 地：東京都中央区
■従業員数：27,242名
　（2025年３月期）

Company Profile

取り組みの背景・きっかけ取り組みの背景・きっかけ

工夫・苦労した点工夫・苦労した点

経緯・プロセス経緯・プロセス

1

3

2

野村グループでは、性別や国籍、人種、性的指向、性自認、障がいの有無といった属性に加え、教
育、経験、能力、価値観など多様な背景を持つ社員が働いており、多様な人材こそが競争力、イノベー
ションおよび高度なリスク管理の源泉であると考えています。掲げている野村グループ・パーパス

「金融資本市場の力で、世界と共に挑戦し、豊かな社会を実現する」の実践において、社員一人ひと
りが自らの能力や個性を最大限発揮できる職場環境づくりが不可欠であり、その一環として SOGI や
LGBTQ+ に関する制度整備や理解促進にも取り組んできました。

関連する各種制度の導入や整備だけでなく、社員一人ひとりが SOGI やインクルージョンを自分の仕
事や職場の課題として考え、行動に移すことが重要だと考えています。そのため、全役職員の評価
項目にインクルージョン課題を組み込み、取り組みを「ジブンゴト」とする工夫を行っています。ま
た、LGBTQ+ アライに関するシールや缶バッジ、冊子などを作成し、アライを可視化することで誰
もが安心して働ける職場環境づくりに取り組んでいます。

2008 年のリーマン・ブラザーズからの事業承継を契機に多国籍化が加速し、異なるカルチャーの融
合も進むなかで、野村のインクルーシブな職場環境づくりは新たな段階に入りました。こうした中、
性的指向・性自認に関するイベント開催などの啓発活動に取り組んできた社員ボランティアグループ
は、現在、多文化・LGBTQ+・障がいをテーマとする DEI 社員ネットワーク「アライズ・イン・ノム
ラ」へ発展し、ボトムアップの原動力となっています。また、2024 年度からは、社員一人ひとりが
多様性や職場環境づくりを「ジブンゴト」として捉えることを目的に、全世界・全役職員の人事評価
にインクルージョン課題を導入するとともに、国内全社員約 15,000 人を対象に研修を実施していま
す。あわせて、両立支援や柔軟な働き方、パートナーシップ制度、トランスジェンダー対応ガイドラ
インの整備、Tokyo Pride をはじめとする全国のプライドイベントへの継続参加なども進めています。

‒‒ 多様な人材こそが競争
力、多様な人材こそが競争力
、

イノベーションおよび高
度なリスク管理の源泉

イノベーションおよび高
度なリスク管理の源泉 

‒‒
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SOGIに関する企業の取り組み事例集

変化・効果変化・効果

施策の特徴施策の特徴

4

5

取り組みの成果として、社内で多様性やインクルージョンが共通言語として浸透してきたことが挙げ
られます。社員一人ひとりが重要性を理解し、自らの業務やチームにどのように組み込むかを具体的
に考えるようになっています。SOGI や LGBTQ+ についても、社内制度の整備や勉強会実施、アラ
イ活動などを通して、理解促進に取り組んでいます。その結果として、職場における LGBTQ+ への
取り組みの評価指標である「PRIDE 指標 2025」において、10 年連続での最高位「ゴールド」受賞、
コレクティブ・インパクト型の取り組みを実施する企業・団体を表彰する「レインボー」も 5 年連続
で同時受賞しています。

野村グループでは、インクルージョンを重要な経営戦略の一つと位置付け、トップダウンとボトムアッ
プの両輪で推進しています。ボトムアップを担う DEI 社員ネットワークでは、インクルージョン推進
の一環として、SOGI や LGBTQ+ をテーマに活動を行っています。「アライの輪を全国へ」と題して
全国での取り組みを進めているほか、全世界の各地域でも LGBTQ+ に関する取り組みを行っており、
毎年プライド月間には合同でグローバルイベントを行うなどの連携を図っています。

●��社員がボランティアで活動するDEI社員ネットワークによる啓発
●��野村グループ国内全社員を対象とした「野村グループ・インクルージョン研修」の実施
●��ハラスメント相談窓口の設置
●��「アライの輪を全国へ」をテーマとしたアライ活動の継続
●��パートナーシップ制度、トランスジェンダー対応ガイドラインなどの社内制度の整備

取り組み
一例



12：   「スモールビジネスを、世界の主役に。」は freee のミッション。
13：   ミッションを実現するためには、多様であること（Diversity）や公平であること（Equity）を前提に、お互いの違いを当たり前だと思えること（Inclusion）

で、誰もが自然体で安心して働ける環境を作ることを宣言している。
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フリー株式会社

‒‒ ミッション実現へ、ミッション実現へ、

全員が自分ごととして「
マジ価値」を届け切るD

EI
全員が自分ごととして「

マジ価値」を届け切るD
EI ‒‒

■ 主要製品・サービス：freee
会計、freee人事労務など
のサービス提供 
■所 在 地：東京都品川区
■従業員数：1,901名

Company Profile

取り組みの背景・きっかけ取り組みの背景・きっかけ

工夫・苦労した点工夫・苦労した点

経緯・プロセス経緯・プロセス

1

3

2

SOGI 施策をはじめとする DEI を推進する根底には、ミッション 12の存在があり、freee の DEI ポリ
シー 13が描く世界を社内で体現することが不可欠です。私たちは、社内で多様な属性を持つメンバー
が様々な視点から公平に議論できる環境を作って初めて、会社として大切にしている「マジ価値（ユー
ザーにとって本質的な価値）」を社会に届けきることができると考えています。そのため、特別な誰
かのための施策ではなく、組織を構成する様々なメンバーの中に LGBTQ+ のメンバーが「当たり前
に含まれている」という前提に立ち、誰もが自分らしく能力を発揮できるカルチャーの醸成を目指し
て取り組みを始めました。

従業員に当事者意識を持ってもらうことに腐心しました。ともすると「困っている誰かの話」と捉え
られがちなので、入社時の全従業員向け DEI 研修でマイノリティが感じる居心地の悪さを体感する
ワークを実施しています。置かれている状況を認識し、助けを求められる安心感を実感してもらうと
ともに、カミングアウトしている当事者の話も交え、アライとしてどう行動すべきか考える機会を提
供しています。

2018 年にダイバーシティ推進室を設立。多様な従業員一人ひとりの声を吸い上げ、公平な環境を整
備することが急務だと経営層が危機感を持ったことが契機です。取り組みを進めるにあたり、人事
制度のアップデートと同時に、社内風土の醸成に注力しました。単なる「制度づくり」で終わらせ
ず、経営層、人事部門、ダイバーシティ推進室が連携し、全社に向けた意識改革を実施してきました。
社内での通称名使用や、誰もが悩みを打ち明けられる「ダイバーシティよろず相談窓口」の設置など、
心理的安全性を高めるソフト面と、働きやすさを支えるハード面の両輪で日常的なサポート体制の構
築を進めてきました。さらに、社外への価値提供にも DEI の視点を組み込みました 14。現在も課題
に対応しながら進化を続けており、「継続すること」こそが、組織内のマイノリティに対する最も強
いメッセージになると考えています。



14：   「ユーザーの誰もが自然体で働ける環境を作る」という信念のもと、プロダクト開発においても性別データを戸籍上のものと社会的な性別を構造上持
てるようにするなどを行っている。
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SOGIに関する企業の取り組み事例集

変化・効果変化・効果

施策の特徴施策の特徴

4

5

目に見える変化として、採用面接で SOGI や DEI の取り組みを志望理由に挙げる候補者が増えました。
面接のメインで語られなくても、入社後に「実は志望理由の一つだった」と明かされることが多いです。
また、社内のマイノリティ当事者は会社の姿勢を常に注視しています。そのため、2018 年から継続
して施策を実施し、発信し続けることで、会社への信頼や心理的安全性が高まっています。一過性
のイベントではなく、ミッション実現に不可欠なものとして「やり続けること」が、当事者の安心感
と組織への定着という効果を生んでいます。

最大の特徴は「ミッション実現（マジ価値の提供）のための経営戦略」として位置づけている点です。
DEI ポリシーに「スモールビジネスは多様性で溢れている。だから、freee も多様でありたい。」と明
記し、CSR や福利厚生ではなく、事業成長に不可欠な要素としています。社内制度だけでなくプロ
ダクト設計にも DEI の視点を反映させ、全従業員必須の入社時研修により当事者意識を持つ文化を
醸成。一時的な取り組みではなく継続的な進化を続けている点も特徴です。

●��全従業員必須の入社時DEI研修：マイノリティの状況を体感的に理解し、当事者・ally
としての行動を考えるワークショップを実施

●��ライフパートナー制度：結婚休暇、配偶者手当、慶弔見舞金など、事実婚や同性パー
トナーシップ制度にも法律婚と同等の福利厚生を適用

●��生活上の性別で気兼ねなく利用できるよう虹色をあしらったトイレサインなど、インク
ルーシブなオフィス環境の整備

●�自社プロダクト「freee人事労務」を活用した、通称名（ニックネーム）の使用とトランス
ジェンダー当事者のための「生活上の性別」登録機能
●誰もが気軽に悩みや不安を打ち明けられる「ダイバーシティよろず相談窓口」の設置

取り組み
一例



名称 一般社団法人 性的指向および性自認等により困難を抱えている当事者等に対する法整備のための
全国連合会 (略称：LGBT法連合会) 

創立／設立 2015年4月5日 ／ 2020年9月1日

顧　問 野宮亜紀、若林苗子、原ミナ汰

相談役 本多則惠

目　的 性的指向および性自認等により困難を抱えている当事者等に対する法整備 

活動内容 ① 政策提言に関する事業 ② 学習会に関する事業 ③ 情報発信に関する事業 
④ 講演・調査・出版に関する事業

役　員

1. 代表理事 藤井 ひろみ（ダイバーシティ町家）
2. 代表理事 時枝 穂（Rainbow Tokyo北区）
3. 代表理事 神谷 悠一（LGBT法連合会事務局ネットワーク）
4. 理　　事 安間 優希（特定非営利活動法人PROUD LIFE）
5. 理　　事 西本 梓（SR LGBT&Allies (社会保険労務士LGBT&アライ) ）
6. 理　　事 中川 理（ダイバーシティラウンジ富山）
7. 監　　事 山本 みや子（税理士）
8. 監　　事 織田 暁子（ELLY福井）

事務局 事務局長 村上 優、事務局次長 青柳 江理、参事 西山 朗
E-mail: info@lgbtetc.jp   TEL:03-5802-6650

賛同団体（正社員） 124団体（2026年5月24日時点）
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SOGIハラスメントおよびアウティング等対策ガイドライン
～関係法令・指針に基づく実務対応～（第3版）

性自認および性的指向の困難解決に向けた
支援マニュアルガイドライン（第3版）

地方公共団体のための性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に
関する国の理解増進に関する法律を活用するための手引き
～すべての個人が住民として尊重されるために～

SOGIハラスメントやアウティング等への対応について、関連法令や指針の内容
を整理するとともに、カミングアウトの強要・禁止、カスタマーハラスメント
等の新たな論点を含め、実務上の対応のポイントを解説したガイドラインです。

性的指向や性自認に関する基礎知識や教育・就労・医療・民間サービス・公共サー
ビスの各分野で起こりがちな課題と対応策について、地方自治体や事業主、学
校など多様な立場の皆様にとって役立つ実用的な情報が記載されているガイド
ラインです。改訂を加えた第３版の発行は2026年度中を予定。現在事前申し込
みを受付中です。

2023年に施行された「SOGI理解増進法」の解説の他、法律に関連する地方公共
団体の取り組み事例を豊富に盛り込み、よく寄せられる質問への回答、各省庁
の取り組みや資料、国際的な動向や裁判例などを一冊で網羅しています。

お問い合わせ

事前申し込みは
こちら

お問い合わせ

2026年6月発行

2026年度中に発行予定

【LGBT法連合会  団体概要】

【発行資料のご案内】

準備中



講演・研修・コンサルティングのお問い合わせ 
 LGBT法連合会事務局  TEL：03-5802-6650  Email：info@lgbtetc.jp

詳しくはこちら

【企業・団体向け事業】

　講演・研修

　コンサルティング

「ビジネスによる LGBT平等サポート宣言」に賛同する

（英語での実施も可能です。／ We also provide lectures in English.）

●法制度・ハラスメント防止施策・労務管理の最新動向
  •   SOGI の基礎知識と困難の特徴
• 量的データと困難リストから見る困難の実態と対応
  •   SOGI ハラスメント対策における法的な義務と望ましい取り組み
• 性別欄の取り扱いと社内実務
• 平等な福利厚生制度の導入
• 企業の先進的な取り組みやダイバーシティ推進施策の事例提供
• 行政窓口における SOGI を念頭においた対応
• 近時の SOGI 関連法制度の動向
• 報道における SOGI

人材採用、広報やホームページ、SNS 等について、ジェンダー・セクシュアリティの専門知識
を用いて相談・助言等を行います。

SOGI 差別禁止法を導入するためには、ビジネス分野からの賛同や職場での
DE&I 推進が不可欠です。誰もが自分らしく生きられ、平等な取り扱いのもと
で働ける社会を実現するために、「ビジネスによる LGBT 平等サポート宣言」
へご賛同ください。ご賛同いただいた企業のロゴはキャンペーン WEB サイト
に掲載されるほか、民間団体による「PRIDE 指標」のレインボーの評価項目
の一つとしてカウントされます。

●国際社会での動向や各種データの解説
• 世界各国の法整備の現状
• 国際連合（国連）や各国政府の取り組み
• 国際 NGO や国際開発金融機関等における取り組み
• 人権デューデリジェンスや SDGs 等における SOGI 関連の取り組み

※�講演研修の内容は例
でありカスタマイズ
が可能です。
　�（グループワークの
実施等を含みます）
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